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令和元年度事業の円滑な発注及び
施工体制の確保に向けた具体的対策の概要①

１．入札・契約に係る取組

◆総合評価落札方式の適切な運用と技術評価点の加算設定等

・技術者評価に関する施工経験に係る評価の簡素化、地域防災担い手確保型及び技術提案チャレンジ型の

積極的な活用。

・令和元年度台風１５号により災害において、関東地方整備局の要請に基づいておこなったものについては、

災害活動実績として適切に評価。

◆入札参加資格要件の緩和

・配置予定技術者の施工経験等を必要に応じて緩和。

◆適切な規模・内容による発注

・事業執行の迅速化や効率化の観点から、分任支出負担行為担当官で契約できる範囲を３億９千万円（官庁

営繕においては２億６千万円）まで拡大。

・中小建設業者等の受注機会の確保を図るため、政府調達協定の対象工事を除く大規模な工事で、工事難易

度が低いものは、上位等級工事への参入の拡大を積極的に推進。

◆入札方式等の取扱い

・地域の実情や工事の特性を踏まえ、指名競争入札の実施により早期着手等の観点から大きな効果が見込

まれる工事等については、指名競争入札方式の実施について検討し活用。

・災害復旧工事等の発注において、その工事の特性や緊急性等を考慮し、一括審査方式や指名競争入札を

積極的に活用。
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◆入札不調により契約に至らない工事について、随意契約を行うなど適切かつ積極的に対応。

令和元年度事業の円滑な発注及び
施工体制の確保に向けた具体的対策の概要②

２．設計・積算に係る取組

◆試行工事の積極的活用

・工事内容、施工性、地域特性等を考慮し、積算に関する試行工事を積極的に推進。

・都市部における現道規制工事の施工において、間接費等にかかる試行を適切に行う。

◆適切な設計変更

・設計変更の対象とする経費や工種等を入札公告時に明示し、適切に設計変更を行う。

３．適切な工期及び余裕期間の設定

◆週休２日制適用工事の推進及び余裕期間の設定

・積極的に週休２日を推進。

・柔軟な工期の設定等を通じて、建設資材や建設労働者などが確保できるよう、余裕期間制度を原則活用。

当分の運用として、余裕期間は、契約ごとに原則６ヶ月を超えない範囲内で設定。

◆速やかに翌債申請手続きを進める。

４．施工段階における取組

◆監理技術者の途中交代に関する運用の徹底

・受注者の責によらない理由により工期が延長された場合や、工程上一定の区切りと認められる時点におい

ては、監理技術者の途中交代を行うようにするなど関連通知に基づき適切な運用を行う。

◆工事書類（資料検査に必要な書類）の簡素化の取組を参考にして、事務の効率化を図る。

５．入札不調の際の随意契約の実施




